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も限界が見えている。2007年版半導体ロードマップ(ITRS: international technology roadmap for 
semiconductors) [1.2]によれば、SiON膜が用いられるのもDRAMハーフピッチで 65 nm世代ま
でであり、45 nm世代から(2010年頃)はさらに誘電率の高い、ハフニウム(Hf)やランタン(La)の





















これまで薄膜の元素分布分析には、2 次イオン質量分析分光法(SIMS: secondary ion mass 
spectrometry)や、オージェ電子分光法(AES: Auger electron spectroscopy)が多用されてきた。SIMS
は、数 ~ 数十 keV のセシウム Cs や酸素 O のイオンビームを試料に照射して、表面をスパッ
タリングで削り取りながら 2次イオンの質量分析を行うもので、その検出感度は他手法を凌駕
している。しかしながら、スパッタリングを用いるが故に起こる、表面のトランジェント効果
やマトリックス効果のため表面極近傍(< 3 nm)の分析に大きな問題を抱えている[1.3, 1.4]。また、








た、Ar プラズマによる面スパッタリングを利用したグロー放電分光法(GDS: glow discharge 
spectroscopy)は、スパッタリングの速度が速いことから近年普及が進んできたが、プラズマ立ち
上げの不安定性により極表面の測定には信頼性が低く、不平行なスパッタ形状により高精度な
深さ方向分析は困難である。透過電子顕微鏡(TEM: transmission electron microscopy)は、エネル
ギー分散分光法(EDX: energy dispersive X-ray spectroscopy)と組み合わせて、試料断面の像を原子
レベルの分解能で観察しながらの組成分析が可能であるが、そもそも試料断面の作製(数百 nm
の薄片にする必要がある)に半日以上の時間とコストを要しスピード感のある分析にはほど遠
い。原子 1個 1個を検出する原子プローブ顕微鏡(AP: atom probe)が最近開発され、その究極の
深さ分解能から注目されているが、本手法も試料の作製(先端数 nmの針状に加工する必要があ
る)に時間とコストを要する。 
本研究で対象としたラザフォード後方散乱分光法(RBS: Rutherford backscattering spectrometry)
は、非破壊性、定量性、高効率といった特長を有し、組成の深さ分布を得るために古くから広











器のエネルギー分解能が制約となり、深さ分解能は 10 nm 程度であった。これを改善すべく、
半導体検出器に替えてエネルギー分解能の高い電場型や磁場型の分析器(分析エネルギーの 0.1 
~ 0.2 %程度の分解能を持つ)を用いた高分解能RBS装置が各地で開発された。これらはそれぞ
れ、中エネルギーイオン散乱(MEIS: medium ion scattering)分析装置、高分解能 RBS(HRBS: 













図 1-1 井上らが提案したCRBS分析装置[1.5]。イオン源 5から出たイオンビームは強磁場中に
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ラザフォード後方散乱分光法(Rutherford backscattering spectrometry: RBS)は、表面領域の元素
組成の測定や原子構造の決定に古くから広く用いられている[2.1, 2.2, 2.3]。プローブとなる入射
イオンは、通常 1 ~ 4 MeVに加速された水素(H)やヘリウム(He)のイオンが用いられる。1 MeV
以下のエネルギーの入射イオンを用いる場合は、イオンエネルギーの大きさに応じて中エネル
ギーイオン散乱法：MEIS(medium energy ion scattering)と低エネルギーイオン散乱法：LEIS(low 
energy ion scattering)あるいは ISS(ion scattering spectroscopy)に分けられるが、原理はRBSと同じ
である。本開発研究で扱うプローブは 300 ~ 500 keVのHe+イオンであるから、エネルギーから
言うと中エネルギーのMEISに相当する。本章では、RBSの原理を説明した後、RBSに基づく




























vMvMvM +=       (2-1) 
ϕθ coscos 22in1in1 vMvMvM +=       (2-2)  
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 θ = 90 deg
 θ = 120 deg
 θ = 150 deg
 
図 2-2 いくつかの散乱角に対する弾性散乱因子。横軸は標的原子の質量と入射イオンの質量の

























δ        (2-5) 
で与えられる。RBSで使用される典型的な 2 MeVのHeイオンに関して、質量分解能を試料原
子の質量数の関数として図 2-3 に示す。エネルギー分解能δE は、He に対する半導体検出器の
























 θ = 90 deg
 θ = 120 deg
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図 2-4 散乱角 150°に対するラザフォードの微分散乱断面積。横軸は標的原子の原子番号、入射















( ) ( )∑ −=Φ
i
ii zz βα exp        (2-9) 


























 He -> Si, θ = 50 deg
 He -> Au, θ = 50 deg
 He -> Si, θ = 150 deg



























































A     (2-10) 
ただし、Eはイオンのエネルギ (ーkeV)、A1 ~ A5は元素ごとに与えられる定数である。この半経





































      (2-11) 
で表される。図 2-6 に、彼らの半経験式で計算した阻止能の例をエネルギーの関数として示し




















































=ε         (2-12) 
で定義する阻止断面積の概念を用いる。Bragg則により化合物AmBnの阻止能は構成元素の阻止
断面積をε(A)、ε (B)として、 
( ) ( )BA BABA εε NNS nm +=       (2-13) 
で与えられる。ここで NAと NBは構成元素の原子密度である。Bragg 則は、化学結合の効果を































outin       (2-15) 
となる。ここで、KSin/cosα + Sout/cosβ}はエネルギー損失因子と呼ばれ、[S]で表される。[S]を使
うと、上式はδE = [S]δDと書き直せる。図 2-8に、2 MeVのHeイオンがSiとAuに入射した場
合の深さ分解能をプロットした。δE は半導体検出器の典型的なエネルギー分解能の値 15 keV
を用いた。たとえば、散乱角θ = 150°で、Auにα = 0°で入射した場合、[S] = 135 eV/Åとなり、







































Au, θ = 150
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Au, θ = 90
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Incident angle from the surface normal α (deg)
 He(2MeV) -> Si θ = 90 deg
 He(2MeV) -> Si θ =120 deg
 He(2MeV) -> Si θ =150 deg
 He(2MeV) -> Au θ =90 deg
 He(2MeV) -> Au θ =120 deg
 He(2MeV) -> Au θ =150 deg
 
図 2-8 2 MeVのヘリウムイオンをSiとAuに入射した場合の、いくつかの散乱角に対する深さ









































  for χ < 3 
= 1    for χ > 3    (2-17) 





















2 MeVのHeイオンがSiおよびAuにα = 0°で入射した場合のエネルギ ・ーロス・ストラグリ
ングにより生じる深さ分解能を、文献[2.12]に与えられているYangらの半経験式を用いて計算
し、深さDに対してプロットした結果を図 2-9に示す。たとえば、標的がAuで散乱角θ = 150°
























































 He(2MeV) -> Si θ = 100 deg
 He(2MeV) -> Si θ = 120 deg
 He(2MeV) -> Si θ = 150 deg
 He(2MeV) -> Au θ = 100 deg
 He(2MeV) -> Au θ = 120 deg
 He(2MeV) -> Au θ = 150 deg
Si
 


































α      (2-20) 
で求めることができる。そのためには入射イオンのエネルギーEや検出器の立体角∆Ω、入射イ
オンの個数Qなどを正確に知る必要がある。一方、試料薄膜の組成を求める場合には、各元素








































































































































( ) 2/1221min 18.18 −+= ςχ Ndu       (2-23) 
ここで、Nは体積密度、dは格子間距離、u1は 1次元の熱振動幅、また、ζは臨界角ψ1/2 (deg)を
用いて 
du 2/11 /126 ψς ≅         (2-24) 
で表される。Si 単結晶基板に<111>軸方向から 1 MeV He+を照射した場合を考えると、χminは







される(図 2-11参照)。イオン源には、陰極放電を用いるPIG(penning ionization gauge)イオン源や、
高周波放電を用いるRF(radiofrequency)イオン源、デュオプラズマトロン型イオン源などが用い



















トロメータを用いた MEIS、磁場型のスペクトロメータを用いた高分解能 RBS(HRBS: 



























分解能は検出する粒子によって変わるが、Heに対しては約 15 keVである。2.1.1 ~ 2.1.3節で見
たように、典型的な 2 MeVのHe+(θ = 150°)に対しては、質量分解能δM2 < 1 (M2 < ~ 40)、深さ分



















ブ nmの深さ分解能が得られる。MEISでの典型的な測定条件、100 keVのH+(θ = 120°)の場合、
質量分解能δM2 < 1 (M2 < ~ 75)、深さ分解能δD ~ 0.31 nm(試料Auに垂直入射の場合)、立体角∆Ω 











軌道半径は、粒子の質量m、速度 v、電荷 eとしてmv / eBと粒子速度に比例するから、一様磁
場を用いてエネルギーを分析することが可能である。各地の HRBS は、大小さまざまであり、
用いるエネルギーも数百 keV ~ 数十MeVと広範囲にわたっている。ここでは、300 ~ 500 keV
の中エネルギーのHe+を採用するHRBSについて取り上げるが、中エネルギーであるが故に加
速器もスペクトロメータも標準RBS分析装置に比べて小型なものを用いることができる。この
エネルギー帯の He+は、図 2-6 で見たように阻止能が大きいため深さ分解能が高く、また、散
乱Heの荷電分布は 1価のHe+が 65 %程度と主であり[2.29]、He+の割合はエネルギーにほとん
ど依存しないことから、He+のみの測定によって定量性の良い分析が可能になる。スペクトロ
メータは、文献[2.28]の例(図 2-14参照)では、半径 150 mmの 90°扇形電磁石と、長さ 80 mmの
1次元位置検出器(MCP: micro channel plateとPSD: position sensitive detectorの組み合わせ)から構
24 
 






1度に取得することが可能である。また、このスペクトロメータは、立体角∆Ω ~ 0.4 msrで、相
対エネルギー分解能δE / Eは 0.1 %以下となるように設計されており、HRBSにおける典型的な






















して、飛行時間測定(TOF: time of flight)型検出器が開発されている[2.35 - 37]。散乱イオンの速度







能 1 %、質量分解能δM2 < 1 (M2 < ~ 30)、深さ分解能δD ~ 2.7 nm(試料Auに垂直入射の場合)、立
体角∆Ω ~ 0.5 msrでの測定が可能である。 
 
 

















表 2-1 RBSに基づく各種分析装置の典型的な性能。深さ分解能δDは、入射イオンが入射角 0°
でAu試料に入射した場合を計算した。散乱角は標準RBSおよびTOF-RBSの場合は150°とし、
MEISおよびHRBSの場合は 120°とした。 
Probe δ E /E  (%) δ E  (keV) max. M 2 (δM 2 < 1) δD  (nm) ∆Ω (msr)
Conv. RBS 2 MeV He+ 0.75 15 40 11 7
MEIS 100 keV H+ 0.2 0.2 75 0.31 0.04
HRBS 400 keV He+ 0.1 0.4 100 0.23 0.4
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クトルを HRBS スペクトルと比較するとともに、試料内の軽元素に対する感度が通常 RBS よ
りも高いことを示す。最後に、得られたCRBSの特徴を従来のRBSと比較しまとめとする。 























)sin( ctRx ω=         (3-1) 
{ })cos(1 ctRy ω−=        (3-2) 















R r ==        (3-5) 
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図 3-2 入射ビームと平行な(z軸に平行な)一様磁場 B中における散乱イオンの典型的な軌道(赤













R sin2d        (3-8) 
と表される。式(3-8)は、l = L / 2のときρdは最大値をとり、水平方向の速度 vrの分解能が最も上






=rv         (3-9) 
となる。散乱イオンのエネルギーと散乱角は、2D-PSD で検出される位置ρdを用いて、次式の
ように表すことができる。 





















































z     (3-11) 
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 図 3-3は、B = 2 Tの場合に、1価の散乱Heイオンに対してエネルギーEと散乱角θをρdの関
数として式(3-10)、(3-11)を元にプロットしたものである。計算において、L = 200、300 mm(l = 100、
150 mm)とN = 1と 3をパラメータとして用いた。ここで、l = L / 2としているため、Nが偶数
の場合はρd = 0となり、検出されないことを注意しておく。図からわかるように、ρdに対してE
は単調に大きくなり、θは単調に小さくなる。また、測定できるエネルギー範囲は、たとえばL 




物を設置してNが 2以上の散乱イオンを除去し、N = 1のイオンのみを検出する。これにより、
N = 1以外の不要なイオンを取り除くことが可能となり、2D-PSD上の検出位置ρdから一意的に
散乱イオンのエネルギーと散乱角を決定することができる。なお、図 3-4 において、(1)、(2)、
(3)はそれぞれ距離Lに対するN = 1、2、3のイオン軌道を示している。 
 






























 L = 300 mm, N = 1
 L = 300 mm, N = 3
 L = 200 mm, N = 1
 L = 200 mm, N = 3
He
+








L = 200、300 mm、N = 1、3として計算した結果。計算に用いた磁場強度Bは 2 Tとした。l = L 
















図 3-4 z軸方向に磁場が存在する場合のイオン軌道の z-ρ平面図。(1)、(2)、(3)はそれぞれ、z = L
の位置にあるエネルギー分離アパーチャを通過する、N = 1、2、3のイオン軌道、(4)はN ≥ 2の






























































ン軌道と z軸との距離は、式(3-6)にθ(ρd)+ ∆θを代入し、N = 1として式(3-7)を用いることにより
次式で得ることができる。 
( )( ) ( )
( )( )






















































v       (3-13) 
|ρL|がアパーチャの半径φa / 2より小さい場合に 











=       (3-15) 
である。散乱角θ = θ(ρd) + δθをもつイオンの検出位置は、 
( )( ) ( )










































































































































=   0 if ≥x   (3-20) 
( )






−=     0 if <x   (3-21) 




 磁場強度B = 2 T、エネルギー分離アパーチャの直径φa = 1 mm、検出器位置分解能δρd = 0.1 mm、
N = 1、試料と分離アパーチャとの距離Lを 100 ~ 300 mmとした場合にEの関数として計算し
た相対エネルギー分解能∆E / E (%)を図 3-6に示す。図には比較のためHRBSの典型的な相対エ
ネルギー分解能 0.15 %もプロットした。ρd < 10 mmとなる範囲の計算結果については式(3-13)、
(3-16)における近似が成り立たなくなるので示していない。図からわかるように相対エネルギー
分解能はEとともに減少し、Eが 400 keV以下のとき∆E / Eは 0.12 ~ 6 %の範囲で変化する。ま
た、L = 300 mmの場合、140 keV以上のEで 1 %以下の相対エネルギー分解能を有すること、L
が小さいほど高いエネルギー分解能が得られることがわかる。 
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図 3-6 CRBSスペクトロメータにおいて磁場強度B = 2 T、エネルギー分離アパーチャの直径φa = 
1 mm、検出器位置分解能δρd = 0.1 mmとした場合の検出エネルギーE (keV)に対する相対エネル
ギー分解能。試料とアパーチャ間の距離Lは 100 ~ 300 mmとした。青線はHRBSの典型的な
















δθθπ =⋅=Ω       (3-22) 
図 3-7は、図 3-6のエネルギー分解能を評価した場合と同条件：磁場強度B = 2 T、エネルギー
分離アパーチャの直径φa = 1 mm、検出器位置分解能δρd = 0.1 mm、N = 1、試料と分離アパーチ
ャとの距離Lを 100 ~ 300 mmとした場合の立体角をプロットしたものである。図には比較のた
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図 3-7 CRBSスペクトロメータにおいて磁場強度B = 2 T、エネルギー分離アパーチャの直径φa = 
1 mm、検出器位置分解能δρd = 0.1 mmの場合の検出器位置ρd (mm)に対する立体角。試料とアパ






















vMvvMvM ++=      (3-23) 
ϕsin0 22r1 vMvM +−=        (3-24) 









































 次に、図 3-1に示すように試料から距離 Lの場所に無限小のエネルギー分離アパーチャを設
置した場合に、アパーチャからL / 2だけ離れた場所に設置した 2D-PSDで検出される散乱イオ
ンの検出位置について考える。アパーチャを通過するイオンの z軸と平行な方向の速度は、式























E        (3-28) 









































































ρ     (3-32) 
と書くことができる。入射イオンとして 400 keVのHe+イオンを使用し磁場が 2 Tのときの、
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図 3-9 入射イオンとして 400 keVのHe+イオンを使用し磁場が 2 Tのときの、ρd0と試料原子の






で、vz0および vz0 + ∆vzの z方向速度を持つ 2つのイオンの軌道を xy平面に投影した図である。
速度 vz0を持つイオンの軌道は点線で表され、z軸に垂直なアパーチャ平面(z = L)に到達したと
き、イオンの位置はアパーチャの中心にあり、回転角は 2πである。一方、図中実線で表した速
度 vz0 + ∆vzを持つイオンがアパーチャ平面に到達したとき、その回転角は 2π + ∆αである。ここ




































      (3-35) 
と書き直すことができる。そしてこのイオンが 2D-PSDに到達したとき、回転角は 3π + ∆β (∆β 
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図 3-10 z軸方向の速度成分 vz0および vz0 + ∆vzを持つ 2つのイオンのサイクロトロン軌道を xy
平面に投影した模式図。入射ビームは z軸に平行に試料に照射される(図の右側)。2つのイオン
の軌道は破線および実線で示されており、アパーチャ平面(z = L)に到達したときの回転角はそ
れぞれ 2π、2π + ∆αであり、2D-PSDに到達した(図の左側の検出位置で検出される)ときの回転
角は、3π、3π + ∆βである。 
 















































































ρ        (3-42) 




オンを使用し、B = 2 T、φa = 1 mm、δρd = 0.1 mmを使用した。また、図には、比較のため 2 MeV 
He+、θ = 150°、エネルギー分解能∆E = 15 keV、の条件における標準RBSの質量分解能および、
He+、θ = 120°、相対エネルギー分解能∆E / E = 0.15 %、の条件におけるHRBSの質量分解能も
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図 3-11 エネルギー分離アパーチャの直径φa に対する質量分解能。入射イオンビーム 400 keV 
He+をSiおよびAuの表面に照射した場合を計算した。また、磁場強度B = 2 T、検出器の位置
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図 3-12 標的原子の質量M2に対する質量分解能。入射イオンビーム 400 keV He+をSiおよびAu
の表面に照射した場合を計算した。また、磁場強度B = 2 T、エネルギー分離アパーチャの直径
φa = 1 mm、検出器の位置分解能δρd = 0.1 mmとした。 
 
 























Vv        (3-43) 
に減速される(図 3-13参照)。ただし、∆Ein / Einに関する高次の項を無視している。エネルギー
損失∆Einは、入射イオンに対する阻止能 Sinを使って、 














































































































































































































































が得られる。さらに、サイクロトロン軌道半径 R0は、式(3-31)において vr0の代わりに Vr0を用






























































ρ  (3-51) 
ただし、∆Ein / Einと∆Eout / Esに関する高次項は無視している。ここで、位置変化因子、 





























































[ ] 1da, −= ρρ SδδD         (3-53) 
ただし、式(3-52)におけるθ(D)は、深さ D で散乱され、エネルギー分離アパーチャを通過する
イオンの散乱角であり、式(3-46)を変形して得られるVz ≈ vz(1 – ∆Eout / 2Es)を式(3-49)に代入して
得られる方程式を解くことにより求めた。 













積もる。すなわち、次章で示す実際のシステムのスペクトロメータ内径の制限からρd0 < 150 mm
という条件の下、立体角 10 msr以上で、かつ、表面でサブ nmの深さ分解能での測定が可能な
φaとLの条件を探してみる。Auなど重元素の場合、上記ρd0の制限からL > 300 mmが必要であ
り、たとえばL = 300 mmとすると、1.4 < φa < 3.3 mmの範囲で上記条件を満たす。一方、Siな
ど軽元素を観察する場合のρd0は、重元素を観察する場合のρd0に比べ小さいため(図 3-9 参照)、
深さ分解能向上のためLを小さくしてもρd0の条件を満たすため、たとえば、L = 100 mmとし
てもよく、3.7 < φa < 10 mmと広い範囲で上記条件を満たす。 
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図 3-14 エネルギ ・ーロス・ストラグリングを無視して計算した、Lの関数としての深さ分解能。
アパーチャ直径φaは 0、1、3 mmとし、400 keV He+がSiおよびAuに入射した場合を計算した。
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図 3-15 エネルギー・ロス・ストラグリングを無視して計算した、φa の関数としての深さ分解
能。試料とアパーチャとの距離Lは 100、200、300 mmとし、400 keV He+がSiおよびAuに入














































































































































instr ρρρ δδδ +=        (3-56) 





dd,s ρρρ δδδ +=        (3-57) 
となる。さらに、エネルギー分離アパーチャのサイズによる効果を含めると、トータルの検出
位置広がりδρtotal は、δρa の幅をもつ矩形関数と、δρd,s の半値幅をもつガウス関数の畳み込みで
評価できる。したがって、深さDにおけるエネルギー・ロス・ストラグリングの効果を含んだ
深さ分解能は、次式で与えられる。 
[ ] 1total −= ρρ SδδD         (3-58) 






















るが、Siに対しては、L = 100 mm、φa = 10 mmとすれば、3.5 nmより浅い表面近傍ではサブ nm
の深さ分解能で測定可能なことがわかる(このとき立体角は 28 msrである)。Auに対しては、L = 
300 mm、φa = 3 mmとすれば、1.8 nmより浅い領域でサブ nmの深さ分解能が得られる(このと
き立体角は 22 msrである)。 
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図 3-16 いくつかのφaと L に対して計算した、深さの関数としての深さ分解能。(a)は標的原子






 図 3-3 で見たように CRBS では、2D-PSD 上の径方向の検出位置に対して散乱イオンのエネ



















































































       (3-63) 
を使えばよい。 
 基板Siの上に厚み3 nmのHfO2層が存在する試料構造を仮定してCRBSスペクトルを計算し
た結果を図 3-17に示す。計算に用いた入射イオンは 400 keV He+とし、B = 2 T、Q = 10 µC、L = 
300 mm、φa = 3 mmとした。ただし、散乱ヘリウムの 1価のイオン化効率と検出器の検出効率
はともに 100 %としている。図の横軸は2D-PSD上における z軸からの距離ρd、縦軸は単位距離
あたりのカウント数である。検出半径ρd = 148 mm付近のピークはHf元素からの散乱He+によ
る信号を示しており、Siの基板信号の立ち上がりは 109 mm付近に、Oのピークは 62 mm付近
に現れている。重元素からの信号は大きなρd に、軽元素からの信号は小さなρd に現れており、
図 3-9 の結果と合う。また、軽元素からの信号は相対的に弱いことがわかる。シリコンの立ち
上がり付近の 2つの小さなステップ(107 mmと 109 mm)が見えているが、これはSiの同位体で
ある 29Siと 30Siに対応している。 
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図3-17 基板Siの上に厚み3 nmのHfO2層が存在する試料構造を仮定して計算したCRBSスペ
クトル。入射イオンは 400 keV He+、B = 2 T、Q = 10 µC、L = 300 mm、φa = 3 mmの条件で計算
した。 
 






HRBS の約 50 倍であり、これは、同じ統計誤差でスペクトルを得る場合、50 倍の速度で測定
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 3.1 ~ 3.3節で明らかになったCRBS分析装置の特徴について、第 2章で見た各種RBS分析装
置と比較してまとめると次のようになる。 
・ エネルギー分解能：検出器で検出されるイオンのエネルギーE とともに高くなり、E が
400 keV以下のとき、相対エネルギー分解能は 0.12 %まで向上する。Lが小さいほど高い
エネルギー分解能が得られるが、L = 300 mmの場合、140 keV以上のエネルギーで 1 %
以下とMEISやHRBSと同等の高い相対エネルギー分解能を有する。 
・ 立体角：検出半径位置ρdに依存して変化し、10 < ρd < 160 mmの範囲で 2.3 ~ 200 msrの値
をとるが、ほとんどのρdの範囲で 5 msr以上であり、MEISの 100倍、HRBSの 10倍以
上、標準RBSと同等の大きな立体角を有する。 
・ 質量分解能：質量数 90 amu以下の元素に対し、1 amu以下の質量分解能で分析可能であ
り、MEISやHRBSと同等の高い質量分解能を有する。 
・ 深さ分解能：試料表面のSiに対し、0.2 nmの深さ分解能を有し、MEISやHRBSと同等

























[3.1] C. Ichihara, A. Kobayashi, K. Inoue, and K. Kimura, Nucl. Instr. Meth. B 229 (2005) 527. 
[3.2] Hasting Jr, Approximations for digital computers (1955) Princeton Univ. Press. Princeton, NJ. 
































観写真を示すが、装置全体の大きさは、幅 1.8 m、奥行き 1.4 m、高さ 2.5 mとコンパクトであ
る。加速器部は、ヘリウムガスをイオン化するPIG型イオン源(図 4-1(1))、不純物イオン除去の




中心に開口を有する 2D-PSD、エネルギー分離アパーチャ、試料ホルダからなり、後者 3 つは
すべて強磁場中に設置される特殊な光学系が実現される。無冷媒超電導磁石は、φ 340 mm×770 
mmの空間に最高 2 Tの鉛直方向の磁場を発生させることができ、システムは 3台のターボ分



















































(- 6 ~ - 7kV)
ウィーンフィルタ
電源

























また、後で述べる加速器に本イオン源を搭載して、He+イオン電流400 nA、発散角 0.5 mrad、
ビームサイズφ 1.5 mmの 400 keV He+ビームが得られることを確認した。 
 








































0.1 mA、引出電圧 10 kV、アインツェルレンズ電圧 6.1 kVであった。 
 
 
4.2.2 500 kV円筒縦型高圧電源 
 






8 = 8 nFと十分大きく、リプル低減にも寄与している)、ダイオードの直列接続により耐圧性を
高めた。この方法により、汎用の小型素子を用いることが可能となったため電源全体としてφ 





の電源の昇圧安定性について測定した結果を図 4-7に示す。400 kV昇圧後 30分から 8時間の
間の電圧変動は±38 Vと、±10-4以下の安定度で動作することを確認した。発生電圧リプルも



































































 100 µm角程度のウェハ上のTEG測定を念頭に、試料上でφ 50 µmの収束ビームを得るため、
スペクトロメータ上部に二連の四重極磁石を設置した。本デバイスは He+ビーム収束の実績が
あるタイプと同じ設計・サイズ[4.1、4.2]とした。すなわち、図 4-9に示すように、磁極長 40 mm、
磁極間距離 40 mm、磁極あたりのコイル巻き数 150ターン、ボア直径 6.5 mm、ビームダクト内










































































     (4-2) 
これは、1つのレンズでは、x方向を収束させると y方向は発散する非対称なレンズであること
を意味し、したがい、2つ以上組み合わせて x方向：収束(上流レンズ) + 発散(下流レンズ)、y：
発散 + 収束のような条件で用いて全体で収束効果を得るものである。ここで、電荷 e、イオン











































































       (4-6) 
ここで、LDはドリフト空間の長さを表す。式(4-1)、(4-2)、(4-5)、(4-6)の輸送行列を順次変換し
ていくことによってイオン軌道を求めることができる。イオン源をビーム起点として計算した
ビーム軌道を図 4-10に示す。図はビーム軸方向を Z軸にとり、Z = 0をイオン源出口とし、Z
軸に垂直な方向をX、Y軸にとって表示している。両磁極コイル電流をそれぞれ 0.99 A、1.26 A
66 
 
とすることにより、スペクトロメータ内超電導磁場の開始点(Z = 1260 mm)においてHe+ビーム
をφ 50 µmに絞ることができる。 
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図 4-9 本システムで用いた二連の四重極磁石。磁極長 40 mm、磁極間距離 40 mm、磁極あたり





















図 4-10 四重極磁石を用いたビーム軌道計算結果。両磁極のコイル電流をそれぞれ 0.99 A、1.26 
Aとすることにより、スペクトロメータの上側磁極の下端から 20 mmの地点(Z = 1260 mm)で
























































設置することにより、50 Gauss以上の領域が水平距離で 0.3 m小さくなっている。 
 
表 4-1 超電導磁石の仕様。 
Bore diameter φ 340 mm
Superconducting material NbTi
Pole piece metal FeCo alloy (permendule)
Cooling system 4K G-M refrigerator
Field compensation system Compensation & shim coils
Main and compensation coils 17000 turns
Shim coils 400 turns each
Maximum magnetic field 2 Tesla
Temperature in operation 4.8 K
Main coil current in operation 80 A (0.9 V)
Maximum shim coil current up to 20 A each
 
 










z < 50 Gauss
z > 50 Gauss





z > 50 Gauss
R (m)














図 4-12 軸対称座標で見た空間漏れ磁場分布。(a) 空芯超電導コイルに 80 A流した場合と磁極











の組み合わせからなり 2次元の位置検出が可能である。検出システムは約 100 µmの位置分解





















ペクトロメータと続き、これらは、2台の磁気浮上型ターボ分子ポンプ(700 l / s)とドライスクロ


































































磁場分布のみを用いて表すことができることを示す。円筒座標系{r, Θ, z}における軸対称磁位Φ 
(r, z)は anを係数として次式で表される。 








n rzazrΦ        (4-7) 
ただし、軸対称性から nが偶数の項のみで考える。次に、軸対称磁位Φ (r, z)は、ラプラス方程
























       (4-8) 
を満たすから、 


































zrΦ      (4-9) 
を得る。ただし、式中右肩の(2n)は 2n 回の偏微分を示している。また、z 軸を磁石の中心軸と
し、z = 0を下側磁極の上面と定義しており、軸対称性から 0/ =Θ∂∂Φ を用いている。式(4-9)
に対し、変数 zと rに関する偏微分をとると、高次項を無視することにより、磁場分布は、 




























−=    (4-10)   





















−=     (4-11) 
































タの外側に設置されている長さ約 1 mのロッド(片側 8本が見えている)はリターンヨーク。磁
場分布測定装置のプローブ(ホール素子)を支持するための棒は、入射ビーム用に設けられた上
側磁極の開口から導入するようになっており、ワイヤで駆動する。各軸の測定可能ピッチは、r
方向：0.2 mm、Θ方向：0.5 deg、z方向：0.1 mmである。 
 
 メインコイル(+補正コイル)のみに 10 ~ 80 A流した場合に、磁場分布測定装置を用いて z軸
上の Bzの測定を行った結果を図 4-15 に示す。図は、Bzを z に対してプロットしており(黒丸)、
磁場シミュレーションによる計算結果(赤線)とともに示してある。Bzは、70 A付近まで電流に
ほぼ比例して上昇するが、70 A以上では上昇は緩やかになる。測定と計算結果は、140 < z < 700 
























z (mm)  
図 4-15 メインコイル(+補正コイル)のみに 10 ~ 80 A流した場合のBz(0, z)の測定結果(黒丸)と、











ii IIFzBzB      (4-12) 
ただし、Fiは補助コイル iに 1 A流した場合に z軸上に生じる磁場強度(T / A)であり、Iiは補助
コイル電流である。シミュレーションにより求めたFiを図 4-16に示す。図には参考のため、各
補助コイルの z軸方向の位置も四角で示してある。これを用いて Imain = 80 Aの場合に、210 < z < 
620 mmの範囲で磁場強度が最も均一となるように、Microsoft Excelのソルバー機能を用いて Ii
を求めた結果、補助コイル電流は、補助コイル 1(z = 70 mm)から順に、+ 9.760、- 6.809、+ 5.494、
+ 9.855、+ 2.340 Aとなった。補助コイル電流 Iiを流した場合と流さない場合の磁場測定結果お
よび計算結果を図 4-17に示す。補助コイルの効果は明瞭に表れており、補助コイル電流を流す
ことにより、z軸上磁場均一度は±0.29 %から±0.098 %(両者の差の最大値で評価)まで改善され
た。同じ条件における 2次元(r, z)の磁場分布を図 4-18に示す。図 4-18(a)は、メインコイルのみ
の場合の測定磁場分布、図 4-18(b)は、補助コイルを援用した場合の測定磁場分布である。2次























 Shim coil 1
 Shim coil 2
 Shim coil 3
 Shim coil 4
 Shim coil 5
 
図4-16補助コイル iに1 A流した場合に z軸上に生じる磁場強度(mT / A)を z座標に対してプロ
ットした。図上側にある 5個の四角は各補助コイルの z方向の位置を示している。 
 













 calculated (main + shim)


















図4-17 補助コイル電流を流さない場合と流した場合の、z軸上の z方向の磁場成分の均一度∆Bz 
/ Bzの測定値と計算値の比較。黒線は補助コイル電流を流さない場合の測定結果を、赤線と緑線
は、補助コイル電流を流した場合の、それぞれ計算値と測定値を示している。補助コイル電流
は、青破線の範囲で磁場分布が均一となるように決定し、補助コイル 1(z = 70 mm)から順に、+ 





図 4-18 (a)補助コイル電流を流さない場合と、(b)流した場合の、磁場強度の均一度∆B / Bの測定





























































ー分離アパーチャ、2D-PSDの z座標は、それぞれ 242.4、492.4、617.4 mmとして(試料-アパー
チャ間距離L = 250 mm)計算した。イオンのエネルギーを 350、275、200 keVと 3種類計算した
結果、それぞれの散乱角は 118.12°、122.12°、128.57°であり、磁場が均一(図 4-18(b)の場合の平
均磁場 2.02 T)な場合の散乱角 118.15°、122.16°、128.62°に対し 0.05°以下のずれが生じているこ
とがわかった。しかしながら、いずれのエネルギーのイオンもエネルギー分離アパーチャ(z = 
492.4 mm)付近でほぼ中心軸付近(最大で 0.19 mmのずれ)を通過し、φa = 1 mmのエネルギー分離
アパーチャを問題なく通過することがわかった。 
 






 350 keV, 118.1 deg
 275 keV, 122.2 deg




ρ (mm)  
図 4-19 試料表面位置を z = 242.4 mm、L = 250 mmとした場合に、図 4-18(b)の磁場分布を用い
て計算したヘリウム1価のイオン軌道のエネルギー分離アパーチャ(z = 492.4 mm)付近の拡大図。
イオンのエネルギーは 350、275、200 keVとし、磁場分布を考慮して散乱角を求めた結果、そ
れぞれ 118.12°、122.12°、128.57°であった。350 keVのイオンが z軸から最も離れた位置で収束
し、0.19 mmずれるが、φa = 1 mmのアパーチャを仮定した場合、問題なく通過する。 
 
 さらに、これら 3つのエネルギ 3ー50、275、200 keVの散乱イオンが 2D-PSD上で検出され






とえば、図 4-19で計算した例の場合、得られるスペクトル全体を+ 0.40 mmシフトさせて考え
















図 4-18(b)に示した測定磁場分布を用いて、350 keVのHe+ビームが 0.5、1.5、5.0 mradの角度
で磁場空間に入射した場合の軌道計算結果を図 4-20に示す。図には参照のため z軸上のBz磁場













図 4-20 図 4-18(b)に示した測定磁場分布(z軸上のBz磁場分布を左側赤線で示す)を用いて、350 
keVのHe+ビームが0.5、1.5、5.0 mradの角度で磁場空間に入射した場合の軌道計算結果。z = 242.4 
































ファラデーカップおよび直交する x方向、y方向に 10 µmピッチで駆動する幅 20 mmのナイフ
エッジを設置して、加速ビームのサイズ、電流量を調べた。イオン源単体試験で得られた条件、
Heガス供給量 0.1 sccm、アノード電流 0.1 mA、引出電圧 10 kV、アインツェルレンズ電圧 6.1 kV
を用い、また、ビームラインに設けた磁場型偏向器を用いてビームアライメントを施して評価
した。その結果、四重極磁石による収束を行わない状態で、400 keV He+のイオン電流 400 nA、









Faraday cup   













・ 各構成機器の小型化に成功し、全体のサイズとして幅 1.8 m、奥行き 1.4 m、高さ 2.5 mの
コンパクトなシステムを開発した。 
・ 小型のPIG型イオン源を開発し、好適な運転条件を見出した。イオン源単体で数µAのHe+
ビームが得られることを確認し、400 keVに加速したビームとして、ビーム径 1.5 mm、ビ
ーム電流 400 nAが得られることを確認した。 
・ 超小型のCockcroft-Walton型 500 kV円筒高電圧電源を開発し、±10-4以下の安定度での動
作を確認した。 
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 本章では、開発した CRBS 分析装置を用いて、薄膜試料を測定した結果について説明する。
CRBSは、一様磁場中において、エネルギー分離アパーチャと 2D-PSDを用いて 2D-PSD上に
現れる位置スペクトルを解析することによりRBS分析を行う手法である。CRBSの大立体角性























































ームが照射がされていることを確認できるようにした。また、2 回以上 z 軸に収束してエネル
ギー分離アパーチャを通過する散乱イオンを除去するための遮蔽筒(図 3-1、3-4 参照)を、柱の




















のMCP 3枚と x、y方向の 2次元に 0.5 mmピッチで張り巡らされた 2組のワイヤによる位置検
出器から構成される。その外観とワイヤ型検出器の模式図を図 5-5に示す。イオンがMCPに入
射して発生した二次電子は、MCP中で加速・増幅され電子群となってワイヤ型検出器に入射す











放射性同位元素アメリシウム(241Am)によるα線源(5.5 MeV、500 Bq)をMCP前面部に直径3.5 mm
のアパーチャを有するアルミ板を介して固定し、スペクトロメータ内に設置した。超電導磁石
のメインコイル電流を 0から 60 A(約 1.5 Tに相当)まで上昇させ、同じ測定時間による積算カウ














ら 0、1.25、1.5 T。 
 



















 Bias -2200 V
 Bias -2400 V










リ内壁への再衝突量の増大を狙い、キャピラリ内径(ポア径)を 25 µmから 10 µmのMCPに変
更して試験を行った。図 5-8にその結果を示す。図の縦軸は磁場 0の場合の信号強度を 1とし
て換算した積算カウント値である。ポア径 10 µmとしたことにより 25 µm の場合に対して信号
89 
 





















 φ 25 µm











群はサイクロトロン運動を生じて 0.5 mmのワイヤピッチ間(ワイヤ径は 0.2 mm)をすり抜けて
いるのである。たとえば、磁場強度 2 TでMCPから 3 keVの電子が横方向の速度成分のみを持



















~ 450 keV)を位置分解能よく検出できるかどうかについて評価した結果について示す。 
 
表 5-1 1D-PSD(Micron社製)の仕様。 
Type  Totally depleted planar
Position sensitive  1 axis
Active area  50 x 10 mm2
Inter anode resistance  4 - 10 kohm
Position resolution  100 - 300 µm  
 
 





た。実験の配置図およびブロック図を図 5-11 および 5-12 に、このときの両端の信号のプリア
ンプ出力波形を図 5-13に示す。これから、241Amのα線(5.5 MeV)に対する信号(図 5-13左図)は、
十分なS / Nで得られており、約 700 mVのパルス波高をもつことがわかる。このときノイズ高
さ(同右図)は 50 mV程度であった。しかしながら、信号の波高は入射エネルギーに比例するた
め、本システムで用いる最低エネルギ 2ー00 keVに対しては、700 (mV)/ 5500 (keV)×200 (keV) = 
25 mVとなることが予想され、ノイズに埋もれてしまう。ここで観察されたノイズは、検出器
が低抵抗な抵抗性検出器であるために熱雑音(ジョンソン雑音)の影響を大きく受けていること



























図 5-12 1D-PSD評価のための実験ブロック図。検出器左右両端からのパルス信号を 2台のプリ





































































































 測定した試料は、スパッタリングによりSi基板の上に成膜した膜厚設計値 3 nmのHfO2薄膜
である。詳細な膜構造を把握するため、HRBS と断面 TEM によりその組成分布や膜厚を確認
した。まず、HRBSの測定条件および測定結果をそれぞれ表 5-2、図 5-15、16に示す。測定か
ら、試料構造はHfO2(~ 2 nm) / SiOx (~ 4 nm) / Siとなっており、HfはSiOx内にも若干含まれて
いることがわかった。また、測定されたHfの面密度は 4.5×1015 (atoms/cm2)であった。 
 
表 5-2 HfO2 / Si試料のHRBS測定条件 
ビームエネルギ  ー 450 keV 
イオン種   He+ 
散乱角   55度 
ビーム入射角  試料面の法線に対し 45度 
試料電流   25 nA 
ビーム照射量  40 µC 
































図 5-15 HfO2(3nm) / Si(設計値)試料のHRBSスペクトル。黒点は測定値を、赤線はフィッティン
グシミュレーション結果を示す。 
 

























図 5-16 HfO2(3nm) / Si(設計値)試料のHRBSによる元素組成の深さ分布。 
 
次に、TEM による観察結果を図 5-17 に示す。試料構造はやはり HfO2 / Si ではなく、










HRBSおよびTEM観察で構造を確認したHfO2(2.2nm) / SiO2(4.5nm) / Si試料についてCRBS








長方形のSSD(50 mm×10 mm)を図 5-19挿入図(右上)にあるように、スペクトロメータ内の動
径方向に SSDの長手方向をそろえて設置してエネルギースペクトルを測定した。重元素Hfか
らのCRBSシグナルを捉えるため、試料からエネルギー分離アパーチャまでの距離Lは350 mm、
磁場強度B = 1.85 Tとした。検出器を設置した半径範囲は、70 < ρ < 120 mmであるから、この
範囲でHfからの散乱イオン信号を取得する入射エネルギーの条件を図 5-18を用いて 245 keV




エネルギ 2ー45 keVと260 keVに対応する半径検出位置と検出されるエネルギーを示している。
96 
 
エネルギー分離アパーチャ径φa = 2 mmとし、上記 2つのエネルギーのHe+イオンで試料を照射
した場合に取得されたエネルギースペクトルを図 5-19に示す。入射エネルギーを 245 keVから
260 keVへと大きくすると、エネルギースペクトルは高エネルギー側へ移動しており、移動量
は、計算で予想される 14 keVとほぼ一致した。このことと、図 5-18からこの半径位置(青実線
で図示)では、Si や O などの他元素からのピークは現れないことから、このエネルギースペク
トルはHf原子からの散乱イオンによるものと結論される。 
 


































L = 350 mm



















図 5-18 条件L = 350 mm、B = 1.85 Tで、試料表面のHf、Si、O原子から散乱され、エネルギー
分離アパーチャを通るイオンの半径検出位置(実線：左縦軸)とそのときのエネルギ (ー破線：右
縦軸)。横軸は入射He+エネルギー。入射エネルギーを 200 ~ 300 keV程度にすると、設置した
SSDの半径範囲 70 < ρ < 120 mmにはSi、Oからの散乱イオン信号は来ない。赤丸は、測定に






























B = 1.85 T
L = 350 mm
φ
a
 = 2 mm
E
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 = 245 keV
E
in
 = 260 keV
 
図 5-19 半径位置 70 < ρ < 120 mmに設置した長方形SSDで得られたエネルギースペクトル。黒
丸は試料への入射He+のエネルギーが 245 keVの場合、赤丸は 260 keVの場合のエネルギース
ペクトル。両スペクトルのシフト量は、計算で予想される 14 keVとほぼ一致した。 
 


















       (5-1) 
で与えられる。ここで、Ntは膜中の Hfの面密度、Qはスペクトルを得るのに要した入射粒子
数、αは試料法線から測定した入射角(この場合 0)、dσ / dΩ は微分散乱断面積、∆Ωは立体角で
ある。前節で見たHRBSの結果からHfの面密度は4.5×1015 (atoms/cm2)であり、また、散乱角
は、式(3-11)にL = 350 mmと、試料表面Hfからの散乱イオンが検出されるρd = 98 mmを代入し
て得られる139°とし、微分散乱断面積はMolièreポテンシャルを用いて数値計算[2.5]で求めた。
これらは深さによる変化はなく一定とし、また、ε は 65 %[2.29]として計算した。その結果、
図 5-19のエネルギースペクトルを得たときの立体角∆Ωは、0.3 msrと計算された。これを、動
径方向に同じ幅をもつ円環状の検出器を仮定した場合の立体角∆Ωall へ換算する。そのために、
用いた検出器の面積と円環状検出器を仮定した場合の面積比 Sall / S = 2πρd / Wを乗じた。ここで
Wは用いた検出器の幅である。面積比を乗じた結果、今回の測定を全方位角にわたって取得で
きる円環状の検出器で行った場合の立体角∆Ωallは、約 17 msrと計算され、従来HRBSの約 40











置スペクトルの取得を試みた。前節と同じHfO2(2.2 nm) / SiO2(4.5 nm) / Si試料を用いて、Hf元
素による散乱イオンピークが現れる位置(ρd = 128 mm付近)に、図 5-21の外観写真に示すような










ネルギーEinを 325 keV前後とし、B = 1.85 T、L = 350 mm、φa = 2 mmとして測定を行った。 
 
 
図 5-20 ボアチューブ(スペクトロメータ)内ρd = 128 mm付近に、前面に 1×10 mm2のスリット








図 5-21前面に 1×10 mm2の検出スリットを設けた直径 20 mmのSSDの外観写真。アルミ板に
スリットを設け、カプトンテープでSSD前面に固定した。 
 
























B = 1.85 T
L = 350 mm
φ
a
 = 2 mm
 
図 5-22 ρd = 128 mm付近に 1×10 mm2のスリットを設置したSSDを用いて、入射エネルギーを
変化させて取得したスペクトル。Hf元素からの散乱イオンピークの一部をスリットで切り出し








































B = 1.85 T
L = 350 mm
φ
a
 = 2 mm



























Incident ion energy (keV)
 Hf (from surface)
 Hf (from D = 2.2 nm)
He
+
L = 350 mm










ここで、図 5-24 を用いて入射エネルギーとスリット付 SSD の動径方向の位置との関係、お
よびHf原子からの散乱イオンの動径方向分布のピーク幅について考察する。図5-24は、図 5-18






























   
















































図 5-25 黒丸は、図 5-23に示した測定結果を横軸ρd (mm)に変換してプロットしたもの。青実線



































































に対する深さ分解能 4.3 nmを確認した。 
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